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　さきごろ、厚生労働省が老齢者の所得税、地方税上の障害者控除の取り扱いについて」という新しい「事務連絡」文書を各都道府県などに送っていることが判明し、当事務所も別添文書とともにそれを入手しました。

この文書は発行日が８月１日ですが、昨年来のわが党の取り組みが契機となって全国に広がった障害者控除の適用を求める動きの中で、国、都道府県が「介護認定者を一律に障害者控除の対象としてはならない」旨を強調するあまり、該当者の認定を行うべき立場にある市町村が、「判断基準」が明らかでないことを理由に事実上、障害者としての認定を拒否し、制度が機能していない事態も数多く見られれ、住民の間から批判の声があがっていることを踏まえてのものと思われます。

（１）障害認定の方法などについて踏み込んで例示

　文書は、「要介護度と障害認定」は判断基準が異なるので一律に判断することは困難との従来の見地を繰り返しつつ、同時に「参考」として、「具体的な認定方法の例」などをあげており、これは私たちの今後の取り組みにとって非常に重要です（Ｐ４）。

そこでは、障害者の判定をおこなっている機関の判定以外に、「医師の診断」や（自治体や福祉事務所の）「職員による調査」等の方法を例示しています。また、「市町村が有している申請者の情報（要介護認定に係る情報等）」も「参考にすることも考えられます」とし、「ねたきり老人」や「知的障害者に準ずる者」の認定にあたっては、障害老人や痴呆性老人の「日常生活の自立度」や「その他の申請者の状況」（日常生活の状況や介助の状況など、痴呆性老人の場合は意志疎通の状況など）から「ねたきり老人」の認定を行うポイントなども例示しています。

文書はさらに「これらは一例です。認定の方法については、市町村でも予め方法を定めておくことが必要です」と述べ、市町村の自主的判断を尊重する立場を重ねて強調しています。

これらは、従来の国や県の「見解」を見て当惑し足踏みをしていた市町村の取り組みを前進させるうえでは積極的な意味を持つものです。まもなく年末調整の時期も迎える今日、ただちに各地で障害者控除の適用を広げさせる取り組みの強化が大事です。

（２）不適切な「議事録」添付

　しかし、他方では注意を要する問題もいくつかあります。

　第一は、この文書で出された「例」はあくまで「一例」であるのに、市町村によっては「それ以外の方法は分からない」など従来と同様の口実を設けて自主的判断を避け、「例」だけを金科玉条にし、他の認定を認めない硬直的対応も心配されることです。

　第二に、この文書の最初で「先般、国会において、これに関連する質疑がありましたので、参考までにその会議録をお送りします」と述べている点です。　

この「質疑」とは、今年４月８日の衆議院決算行政監視委員会第２分科会で公明党の福島豊議員が行ったものです。福島議員はここで、「長岡市ですとか上越市といった自治体におきましては、・・・（障害者の）認定ということを一律に行っているという報道がある」と述べ、そうした「報道」を行ったものとして「赤旗の三月十日の記事」をあげました。同議員は、「『障害者控除を適用、国税庁が認める』というぐあいに大きく見出しで書かれておりまして、国税庁の担当者から、要介護認定者が障害者控除の対象になることはほぼ一致する、限りなく近いものだという見解を示したということが報道されている」と記事を紹介し、それへの国税庁の見解を求めました。それに対して政府側（村上喜堂国税庁課税部長）は、「恐らくこの報道は、こちらの発言を何か取り違えて、誤解されて報道されたものではないか」などと答えています。

　このように今回の厚労省の文書によって、「赤旗の報道は取り違え」「誤解」と断定したやりとりが「参考資料」として全国に送られ「周知」されようとしていることは、昨年来、わが党議員や民商などの奮闘で実現してきた各市町村の積極的な対応措置を後退させることにもなりかねない重要問題です。

（３）「しんぶん赤旗」報道の否定は許されない

しかしこの質疑応答は不正確かつ恣意的な「しんぶん赤旗」記事の引用を前提にしたものであり、さきの厚生労働省の「連絡文書」の見地とも矛盾したものになっています。

たとえば、福島議員は質問で、「しんぶん赤旗」が要介護認定者は障害者控除の対象者になることを、当局が直截的に判断したと報道したかのように質問しています。しかし、「しんぶん赤旗」の報道は正確に見ると、党新潟県委員会が昨年１１月の国税庁との交渉で、「要介護１の人は障害者手帳６級の人より障害が重いか同程度だ」と指摘したことに対し、当局が「障害者手帳と要介護認定とは連動していないが」と断ったうえで、「実態として要介護者は障害者控除の対象者として『ほぼ一致する』『限りなく近い』と認めました」というように紹介したものです。福島質問に対して国税当局も、「しんぶん赤旗」に報道された個別の発言（「対象者として『ほぼ一致する』『限りなく近い』」など）は否定していません。

つまり、「実態」が「ほぼ一致する」「限りなく近い」のであるなら、それを考慮したうえで市町村などが認定を行った場合に初めて「対象になる」わけです。だからこそ今回、厚生労働省も従来の見解から一歩踏み込んで、「市町村が有している申請者の情報（要介護認定に係る情報等）」も「参考にすることも考えられます」としているのです。

したがって、東海地方でも市町村が、「要介護認定状況等から」（刈谷市）、「要介護認定等の状況から」（稲沢市）など、「一律の判断」は避けつつも実態を踏まえた上での自主的認定を行っているのはまったく正当なことでしょう。

「しんぶん赤旗」がさきの記事で紹介したのもそうした事例のいくつかであり、決して妥当性を欠いたものと言われるものではありません。また、「障害者控除を適用　国税庁が認める」という見出しについて言えば、従来、市町村担当者にも存在さえ知られずに埋もれていた３０年前の厚生省社会局長通知などを発掘し、介護保険制度のもとで要介護認定を受けている人の大半が障害者控除の適用を受けられるのではないかという、前例のない問題に対する見解を質したことの大きな意味を扱った記事の全体に付けられたものに他ならないと見るべきです。

（４）「事務連絡」とそれに添付されしている「参考資料」の送付について

　厚生労働省「事務連絡」文書は、上で論じた「議事録」と、以下の１０種（「参考１」～「参考10」）の資料を添付しています。これらのすべてを本文書とともにお送りすることは量的に適当ではありませんので、以下のようにお願いいたします。

●本文書をＦＡＸで受信されている方へ

1 下記の文書を原形のまま、いっしょに送信します。

・「事務連絡」（平成１４年８月１日）

2 添付されているその他の文書については、直接、当事務所にお申し込み下さるか、各県委員会など電子メールでこの文書を受信されている方を通じてお受け取り下さい。ＦＡＸ送信の場合は以下、全部で２１枚（Ａ４）になります。

・「議事録」（平成１４年４月８日、衆院決算行政監視委員会）

・参考1  所得税法施行令(昭和四十年政令第九十六号)―抄―

・参考2  地方税法施行令(昭和二十五年政令第二百四十五号)―抄―

・参考3  昭和45年改正税法のすべて(国税庁編)―抄―

・参考4  老齢者の所得税法上の取扱いについて(昭和四十五年六月十日社老第

    　　　　　六九号各都道府県知事，各指定都市市長宛て厚生省社会局長通知)

・参考5  老齢者の地方税法上の取扱いについて(昭和四十六年七月五日社老第

    　　　　　七七号各都道府県知事，各指定都市市長宛て厚生省社会局長通知)

・参考6  知的障害者の障害の程度の判定基準

・参考7  身体障害者の障害の程度の等級表

・参考8  要介護認定基準について（早見表形式）

・参考9  障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準

・参考10  痴呆性老人の日常生活自立度判定基準
●本文書を電子メールで受信されている方へ

  添付ファイルの量が大きくなるため、メールの本数を分けています。

①以下の各文書は、「TIF」形式ファイルで添付。Windowsの場合、「プログラム」→「アクセサリ」→「イメージング」で起動し、開いて下さい。

・「事務連絡」（平成１４年８月１日）

「jimurenraku.tif」

・参考3  昭和45年改正税法のすべて(国税庁編)―抄―

　　「kasiseizeisei.tif」

・参考6  知的障害者の障害の程度の判定基準

     「chitekisyougai.tif」

・参考7  身体障害者の障害の程度の等級表（大阪市のＨＰより）

　　　 「shinntaisyougai.tif」

・参考8  要介護認定基準について――要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成十一年四月三十日、第五十八号)「youkaigo.tif」

・参考9  障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準（神戸市のＨＰより）

「syougairoujin.tif」

・参考10  痴呆性老人の日常生活自立度判定基準（神戸市のＨＰより）
「chihousei.tif」

②以下の各文書は、原資料が読みづらいため、インターネットなどから採取しテキスト形式のファイルで添付してあります。

・「議事録」（平成１４年４月８日、衆院決算行政監視委員会）

「fukusima.txt」

・参考1  所得税法施行令(昭和四十年政令第九十六号)―抄―

「所得税法施行令―抄―.txt」

・参考2  地方税法施行令(昭和二十五年政令第二百四十五号)―抄―

「地方税法施行令―抄―.txt」

・参考4  老齢者の所得税法上の取扱いについて(昭和四十五年六月十日社老第

「所得税社会局長通知.doc」 

・参考5  老齢者の地方税法上の取扱いについて(昭和四十六年七月五日社老第

      「地方税社会局長通知.doc」

●なお、「参考３」「参考６」を除く各文書の原本は、下記のＵＲＬから取り込めます。

・参考１　所得税法施行令(昭和四十年政令第九十六号)―抄―、および参考２　地方税法施行令(昭和二十五年政令第二百四十五号)―抄―の原本は「電子政府窓口」の「法令データ検索システム」で検索し、該当箇所を取り出せます。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
・参考4  老齢者の所得税法上の取扱いについて(昭和四十五年六月十日社老第

    　六九号各都道府県知事，各指定都市市長宛て厚生省社会局長通知)

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/%7Ehourei/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=tsuchi&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=8357
・参考5  老齢者の地方税法上の取扱いについて（昭和四十六年七月五日社老第

    　七七号各都道府県知事，各指定都市市長宛て厚生省社会局長通知)

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/%7Ehourei/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=tsuchi&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=8358
・参考7  身体障害者の障害の程度の等級表（大阪市のＨＰより）
http://www.pref.osaka.jp/shogaifukushi/tebiki/tebiki-s/s-s-01.htm
・参考8  要介護認定基準について――要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成十一年四月三十日、第五十八号)
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/%7Ehourei/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=1502
・参考9  障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準（神戸市のＨＰより）

http://www.city.kobe.jp/cityoffice/09/021/shinsei/wh/syougai.html
・参考10  痴呆性老人の日常生活自立度判定基準（神戸市のＨＰより）
http://www.city.kobe.jp/cityoffice/09/021/shinsei/wh/tihou.html
